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「明石市犯罪被害者等の支援に関する条例」の改正素案について 

 

 

１ 改正の目的 

本市では、犯罪被害者等（犯罪等により害を被った者及びその家族又は遺族）に寄

り添い、当事者のニーズに応じたきめ細やかで総合的な途切れない支援を行っていま

すが、犯罪被害者等を取り巻く環境はまだまだ厳しく、当事者からはさらなる支援策

が必要との切実な声を聴いています。こうした状況の中で、兵庫県も犯罪被害者等支

援に特化した条例の制定に向けて動き出しました。 

これを受けて、本市では、本年７月、１０月および１１月に検討会を開催し、現行

条例の見直しを行いました。その中で頂戴した犯罪被害者等の要望や有識者の意見を

参考に、当事者の視点に立った支援のさらなる充実を図るため、条例の一部を改正し

ようとするものです。 

 

２ 改正素案の概要 

（１）犯罪被害者等の権利の明記 

   犯罪被害者等の尊厳が尊重され、平穏な日常生活を取り戻すことは、犯罪被害者

等の権利であり、犯罪被害者等基本法にもその権利性が謳われています。また、県

の条例においても、権利性が明記される予定です。 

そこで、本市条例においても、権利であることを明記し、犯罪被害者等基本法お

よび県条例との整合性を図ります。 

 

【参考】 

① 犯罪被害者等基本法 第３条第１項（基本理念） 

すべて犯罪被害者等は、個人の尊厳が重んぜられ、その尊厳にふさわしい 

処遇を保障される権利を有する。 

② 県の条例名称案（第３回犯罪被害者等支援条例検討委員会開催時点） 

「犯罪被害者等の権利利益の保護等を図るための施策の推進に関する条例」 

 

  ア 条例の名称の変更 

現 行 

→ 

改正案 

明石市犯罪被害者等の 

支援に関する条例 

明石市犯罪被害者等の 

権利及び支援に関する条例 

 

  イ 目的（第１条）への明記 

    第１条（目的）に「犯罪被害者等の権利利益の保護」を追加します。 
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  ウ 基本理念（第３条）への明記 

    第３条（基本理念）に、犯罪被害者等基本法第３条第１項の文言を追加します。 

 

  エ 市民等の理解促進（第１５条）への明記 

    第１５条（市民等の理解促進）に「犯罪被害者等の権利」を追加します。 

 

（２）事業者に関する規定の見直し 

   現行条例では、事業者を「市民等」の中に含めて定義し（第２条第４号）、「市民

等の責務」(第５条)において、市民と区別することなく事業者の責務を規定してい

ます。もっとも、事業者に関する規定を市民とは別に設ける自治体は多く、県内で

は４１市町のうち２５市町が事業者に特化した規定を置いています。 

そこで、事業者について、「市民等」とは区別して定義し、事業者の責務につい

ての規定を新設します。 

 

（３）相談支援の充実化 

   国の「第４次犯罪被害者等基本計画」の表記に合わせて、臨床心理士等による心

理相談について規定する第６条（相談及び情報の提供等）第４項に「公認心理師」

を追加します。 

また、現行制度では、（公社）ひょうご被害者支援センターで実施している法律

相談および心理相談について、それぞれ最初の５回分の相談料を補助していますが、

同センターにおける相談の利用状況に鑑み、法律相談・心理相談の別を問わず、合

計１０回分の相談料を補助することで、相談者の経済的・手続的負担を減らします。 

 

（４）既存支援策の充実化 

  ア 遺族支援金の増額 

    他の自治体における支援の状況を踏まえ、遺族支援金の額を６０万円とします。 

現 行 
→ 

改正案 

４０万円 ６０万円 

 

   【参考】他の自治体の実施例 

 都道府県 市町村 

６０万円 三重県、愛知県、熊本県 播磨町 

５０万円 香川県 神戸市、茅ケ崎市、韮崎市 
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  イ 立替支援金の増額 

    遺族が少なくとも３年程度は安心して暮らすことができる金額として、遺族の

場合に限り、立替支援金の上限額を１０００万円とします。 

現 行 

→ 

改正案 

・遺族    ：上限 ３００万円 

・重傷病者  ：上限 ３００万円 

・性犯罪被害者：上限 ３００万円 

・遺族    ：上限１０００万円 

・重傷病者  ：上限 ３００万円 

・性犯罪被害者：上限 ３００万円 

 

  ウ 特例給付金の増額 

    特例給付金の金額は、少なくとも遺族支援金と同等の額であることが望ましい

ため、遺族支援金の増額（ア）に合わせて６０万円とします。 

現 行 
→ 

改正案 

２０万円 ６０万円 

 

  エ 旅費の補助 

    現行制度では、犯罪被害者等が裁判に出席または傍聴するのに要した旅費につ

いて、民事事件および刑事事件それぞれにつき５万円を限度に補助しています。

これに、犯罪被害者等の出席または傍聴に付添いをする者の旅費も含めることと

し、上限額をそれぞれ１０万円とします。 

 

（５）見直し条項 

県の条例案では、条例施行後３年ごとに条例の施行状況について検討を加え、そ

の結果に基づいて必要な措置を講ずる旨の規定が設けられています。これを踏まえ

て、本条例においても、３年ごとに条例の見直しを行う規定を設け、社会の状況に

応じて施策のアップデートを図ることとします。 

 

３ 改正条例素案 

  資料①のとおり 

 

４ 支援策充実の流れ 

  資料②のとおり 

 

５ 今後の予定 

・意見公募手続   2022年（令和４年）12月～2023年（令和５年)１月 

  ・条例議案提出   2023年（令和５年）３月議会 

・条例施行     2023年（令和５年）４月１日 



 資料①  
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明石市犯罪被害者等の権利及び支援に関する条例（案） 

 

平 成 ２ ３ 年 ３ 月 ２ ９ 日 条 例 第 ２ 号 

改正  平成２５年１２月２６日条例第５０号 

平成３０年３月２６日条例第１５号 

令 和 ２ 年 ３ 月 ２ ６ 日 条 例 第 １ ７ 号 

令 和 ５ 年 ○ 月 ○ 日 条 例 第 ○ 号 

 

 

（目的） 

第１条 この条例は、犯罪被害者等基本法（平成１６年法律第１６１号。以

下「法」という。）に基づき、明石市における犯罪被害者等の支援のため

の施策に関する基本となる事項を定めることにより、犯罪被害者等が必要

とする施策を総合的に推進し、もって犯罪被害者等の権利利益の保護並び

に犯罪被害者等が受けた被害の軽減及び回復を図ることを目的とする。  

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定

めるところによる。 

（１） 犯罪等 法第２条第１項に規定する犯罪等をいう。 

（２） 犯罪被害者等 法第２条第２項に規定する犯罪被害者等をいう。 

（３） 関係機関等 国、兵庫県その他の関係機関及び犯罪被害者等の支

援を行う民間の団体（以下「民間支援団体」という。）その他の犯罪被

害者等の支援に関係するものをいう。 

（４） 市民等 市内に居住し、通勤し、通学し、又は滞在する者をいう。 

（５） 事業者 市内において、事業活動又は市民活動を行う者又は団体

（国及び地方公共団体を除く。）をいう。 

（６） 再被害 犯罪被害者等が当該犯罪等の加害者から再び危害を加え

られることをいう。 

（７） 二次被害 犯罪等による直接的な被害を受けた後に、周囲の人々

のうわさ若しくは中傷又はマスメディアの報道等により犯罪被害者等

が正当な理由なく受ける、経済的な損失、精神的な苦痛、心身の不調、
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プライバシーの侵害その他の犯罪等に関する被害をいう。 

 

 （基本理念） 

第３条 すべて犯罪被害者等は、個人の尊厳が重んぜられ、その尊厳にふさ

わしい日常生活及び社会生活を営むことができる権利を有する。  

２ 犯罪被害者等の支援は、迅速かつ公正に行うとともに、犯罪被害者等の

経済的負担について適切に配慮された、利用しやすいものでなければなら

ない。 

３ 犯罪被害者等の支援は、犯罪被害者等が平穏な生活を取り戻すまでの間、

被害の状況及び原因、犯罪被害者等が置かれている状況その他の事情に応

じ、適切に途切れることなく行われなければならない。  

４ 犯罪被害者等の支援は、その過程において、犯罪被害者等の名誉又は生

活の平穏を害したり、再被害及び二次被害を生じさせたりすることのない

よう行われるとともに、犯罪被害者等の支援に関する個人情報の適正な取

扱いの確保に最大限配慮して行われなければならない。 

５ 犯罪被害者等の支援は、その犯罪等の種類や性質に鑑み、犯罪被害者等

のプライバシーや心理状態に特段の配慮をするなど、適切に行われなけれ

ばならない。 

６ 犯罪被害者等の支援は、犯罪被害者等がその被害に係る刑事事件の手続

に容易に関与することができるよう行われなければならない。  

７ 犯罪被害者等の支援は、犯罪被害者等が刑事事件とされることを望まな

い場合は、その希望に応じて、適切に行われなければならない。 

８ 犯罪被害者等の支援は、犯罪等により害を被った者（以下「犯罪被害者」

という。）のみならず、その兄弟姉妹等の家族又は遺族に対しても、その

状況に応じて適切に行われなければならない。 

 （市の責務） 

第４条 市は、前条に規定する基本理念（以下「基本理念」という。）にの

っとり、法第５条の規定に基づき、関係機関等と連携し、犯罪被害者等の

支援に関する施策を策定し、及び実施するものとする。 

２ 市は、犯罪被害者等の支援のための施策が円滑に実施されるよう、犯罪

被害者等の支援に係る体制の整備に努めるものとする。  
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 （市民等の責務） 

第５条 市民等は、犯罪被害者等が置かれている状況及び犯罪被害者等を地

域で支え合うことに関する関心と理解を深めるとともに、基本理念にのっ

とり、犯罪被害者等の名誉又は生活の平穏を害したり、二次被害を生じさ

せたりすることのないよう十分に配慮するとともに、市及び関係機関等が

行う犯罪被害者等の支援に協力するよう努めるものとする。  

 （事業者の責務） 

第５条の２ 前条の規定は、事業者について準用する。 

２ 事業者は、犯罪被害者等がその被害に係る手続に適切に関与することが

できるよう、その就労及び勤務について十分に配慮するよう努めるものと

する。 

 （相談及び情報の提供等） 

第６条 市は、犯罪被害者等が日常生活又は社会生活を円滑に営むことがで

きるようにするため、犯罪被害者等が直面している様々な問題について相

談に応じ、必要な情報の提供及び助言を行うとともに、関係機関等との連

絡調整を行うものとする。 

２ 市は、前項の規定による支援を総合的に行うための窓口を設置するもの

とする。 

３ 市は、犯罪被害者等が犯罪等の被害（再被害及び二次被害を含む。以下

同じ。）に起因して直面している法律問題の円滑な解決を図るため、犯罪

被害者等の支援に精通している弁護士等による相談体制の充実その他の

必要な施策を講ずるものとする。 

４ 市は、犯罪被害者等が犯罪等の被害に起因して受けた精神的被害から早

期に回復することができるようにするため、公認心理師、臨床心理士等に

よる心理相談その他の必要な施策を講ずるものとする。 

 （支援金の支給） 

第７条 市は、犯罪被害者等が受けた犯罪等の被害による経済的負担の軽減

を図るため、６０万円を超えない範囲で支援金の支給を行うものとする。 

２ 前項の規定による支援金の支給に関し必要な事項は、別に定める。  

 （特例給付金の支給） 

第７条の２ 市は、犯罪等により犯罪被害者が死亡した事案において、次の
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各号のいずれかに該当するため第１４条の立替支援金の支給を受けられ

ない遺族に対し、６０万円の特例給付金の支給を行うものとする。 

（１） 加害者が刑法（明治４０年法律第４５号）第３９条第１項の規定

により刑事責任を問われない場合 

（２） 加害者が刑法第４１条の規定により刑事責任を問われない場合 

（３） 加害者が死亡しており、その相続人がいない場合又は相続人全員

が相続放棄をしている場合 

（４） その他市長が必要と認める場合 

２ 前項の規定による特例給付金の支給に関し必要な事項は、別に定める。 

 （資金の貸付け） 

第７条の３ 市は、犯罪等の被害を受けたため資金を必要とする犯罪被害者

等に対し、５０万円を超えない範囲で無利子の資金の貸付けを行うもの

とする。 

２ 前項の規定による資金の貸付けに関し必要な事項は、別に定める。  

 （真相究明についての支援） 

第８条 市は、犯罪被害者等がその被害に係る事件の被疑者の特定等に関す

る情報の提供を公衆に求める活動を行う場合において、その活動を行うた

めに必要な費用の補助その他必要な支援を行うものとする。 

 （日常生活の支援） 

第９条 市は、犯罪等の被害により日常生活を営むことについて支障がある

犯罪被害者等に対して、家事、介護等を行う者の派遣、一時保育に要する

費用の補助、教育関係に要する費用の補助その他の日常生活を営むために

必要な支援を行うものとする。 

 （安全の確保） 

第１０条 市は、関係機関等と連携して、犯罪被害者等が更なる犯罪等の被

害を受けることを防止し、その安全を確保するため、一時保護、施設への

入所による保護、住居の復旧及び防犯対策に要する費用の補助、防犯に係

る指導、犯罪被害者等に係る個人情報の適切な取扱いの確保その他の必要

な支援を行うものとする。 

 （居住の安定） 

第１１条 市は、犯罪等の被害により従前の住居に居住することが困難とな



 

5 

 

った犯罪被害者等の居住の安定を図るため、一時的な居住のための住居の

提供、宿泊施設を利用する場合における宿泊費用の補助、新たに入居する

賃貸住宅の家賃の補助、転居に要する費用の補助その他の必要な支援を行

うものとする。 

（雇用の安定） 

第１２条 市は、犯罪被害者等の雇用の安定を図るため、就労準備に要する

費用の補助、関係機関等と連携して犯罪被害者等が置かれている状況につ

いて事業主の理解を深めるための施策その他の必要な支援を行うものと

する。 

 （訴訟手続についての支援） 

第１３条 市は、犯罪被害者等がその被害に係る刑事被告事件の手続に容易

に参加することができるようにするため、犯罪被害者等が公判期日に出席

するために必要な費用又は公判手続を傍聴するために必要な費用の補助

を行うものとする。 

２ 市は、犯罪被害者等がその被害に係る民事訴訟の手続に容易に出席等を

することができるようにするため、犯罪被害者等が民事訴訟の期日に出席

するために必要な費用又は民事訴訟の手続を傍聴するために必要な費用

の補助を行うものとする。 

３ 市は、加害者に対する損害賠償請求権に係る債務名義を取得した犯罪被

害者等に対して、再度の民事訴訟の提起その他の当該請求権の消滅時効を

中断させるための手続を行うために必要な費用の補助を行うものとする。 

４ 前３項の規定による費用の補助に関し必要な事項は、別に定める。  

 （執行手続についての支援） 

第１３条の２ 市は、加害者に対する損害賠償請求権に係る債務名義を取得

した犯罪被害者等に対して、当該債務名義に基づく財産開示手続（民事執

行法（昭和５４年法律第４号）第１９６条に規定する財産開示手続をいう。）

及び第三者からの情報取得手続（同法第２０４条に規定する第三者からの

情報取得手続をいう。）を行うために必要な費用の補助を行うものとする。 

 （立替支援金） 

第１４条 市は、加害者に対する損害賠償請求権に係る債務名義（民事執行

法第２２条第５号に掲げるものを除く。第４項において同じ。）を取得し
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た犯罪被害者等（次の各号のいずれかに該当する場合に限る。以下この条

において同じ。）が当該請求権の立替払いを請求した場合は、立替支援金

の支給を行うものとする。ただし、犯罪被害者が犯罪行為を誘発したとき、

その他立替支援金の支給をすることが社会通念上適切でないと市長が認

めるときは、この限りでない。 

（１） 犯罪等により犯罪被害者が死亡した場合 

（２） 犯罪等により犯罪被害者が療養に１月以上の期間を要する負傷を

し、又は疾病にかかった場合 

（３） 犯罪被害者が刑法第１７６条から第１７９条まで、第１８１条又

は第２４１条に規定する犯罪により被害を受けた場合 

２ 市は、前項の規定により立替支援金を支給するときは、その額の限度に

おいて、当該立替支援金の支給を受けた犯罪被害者等が有する加害者に対

する損害賠償請求権について、当該犯罪被害者等から譲渡を受けるものと

する。 

３ 第１項の規定により市が支給することができる立替支援金は、その金額

の上限を３００万円（同項第１号に該当する場合にあっては、１，０００

万円）とする。 

４ 第１項の規定による立替払いの請求は、犯罪被害者等が加害者に対する

損害賠償請求権に係る債務名義を取得した日から１年を経過する日まで

は行うことができない。ただし、市長が必要と認める場合は、この限りで

ない。 

５ 第１項の規定による立替支援金の支給及び第２項の規定による債権譲

渡に関し必要な事項は、別に定める。 

 （市民等及び事業者の理解促進） 

第１５条 市は、犯罪被害者等が犯罪等により受けた被害から回復し、平穏

な生活を取り戻すため、犯罪被害者等が置かれている状況、犯罪被害者等

の名誉又は生活の平穏への配慮その他犯罪被害者等の権利の重要性等に

ついて市民等及び事業者の理解を深めるための施策を行うものとする。  

 （民間支援団体への支援） 

第１６条 市は、民間支援団体その他の犯罪被害者等の支援に関係するもの

に対して、その活動の促進を図るため、必要な支援を行うものとする。  
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 （意見の聴取） 

第１７条 市は、市が行う犯罪被害者等の支援が適切に行われるために、犯

罪被害者等及び関係機関等から意見を聴くものとする。  

 （人材の育成） 

第１８条 市は、犯罪被害者等の支援の充実を図るため、相談、助言、日常

生活の支援その他の犯罪被害者等の支援を担う人材を育成するための研

修等必要な施策を講ずるものとする。 

 （委任） 

第１９条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２３年４月１日から施行する。 

 （条例の検証及び見直し） 

２ 市長は、令和５年４月１日から起算して３年を経過するごとに、この

条例の内容が犯罪被害者等を取り巻く社会の状況に適合しているかどう

か検証し、その結果を踏まえ、この条例及びこの条例に基づく制度等の

見直しが適当であると判断したときは、必要な措置を講ずるものとす

る。 

附 則（平成２５年１２月２６日条例第５０号） 

この条例は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（平成３０年３月２６日条例第１５号） 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の明石市犯罪被害者等の支援に関する条例第１

４条第１項及び第４項の規定は、この条例の施行の日以後に債務名義を

取得した犯罪被害者等について適用し、同日前に債務名義を取得した犯

罪被害者等については、なお従前の例による。 

   附 則（令和２年３月２６日条例第１７号） 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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（経過措置） 

２ この条例による改正後の明石市犯罪被害者等の支援に関する条例（以

下「改正後の条例」という。）第１４条第１項の規定は、この条例の施

行の日以後に債務名義を取得した犯罪被害者等（改正後の条例第２条第

２号に規定する犯罪被害者等をいう。以下同じ。）に係る立替支援金に

ついて適用し、同日前に債務名義を取得した犯罪被害者等に係る立替支

援金については、なお従前の例による。 

附 則（令和５年○月○日条例第○号） 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の明石市犯罪被害者等の権利及び支援に関する

条例（以下「改正後の条例」という。）第７条第１項及び第７条の２第

１項の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後に

行われた犯罪行為による犯罪被害に係る犯罪被害者等（改正後の条例第

２条第２号に規定する犯罪被害者等をいう。以下同じ。）について適用

し、施行日前に行われた犯罪行為による犯罪被害に係る犯罪被害者等に

ついては、なお従前の例による。 

３ 改正後の条例第１４条第３項の規定は、施行日以後に債務名義を取得

した犯罪被害者等に係る立替支援金について適用し、同日前に債務名義

を取得した犯罪被害者等に係る立替支援金については、なお従前の例に

よる。 

 

 



具体的な内容

総合的な相談対応

支援金
遺族支援金　　 ３０万円
重傷病支援金　 １０万円

貸付金 上限５０万円

家賃補助 家賃の半額（上限３万円）×６ヶ月

家事援助 ホームヘルパーの派遣

法律相談

心理相談

介護支援者派遣 介護ヘルパーの派遣

一時保育費用補助 ３０００円×５回

転居費用補助 上限２０万円・２回まで

刑事裁判旅費補助 上限３万円

死亡＋後遺障害１～３級に限定
上限３００万円

基本理念に規定
市の責務

市民等の責務（努力義務）

再提訴等支援 再提訴等に係る印紙・郵券代を補助

真相究明支援 情報提供チラシ作成費用を補助

教育関係費支援 学齢期の就学中のこどもの教育関係費用を補助(H31.4～）

就労準備金支援 就労するために必要な資格等の取得費用を補助(H31.4～）

基本理念の追加
被害者家族や性犯罪被害者などへの

配慮などを規定

日常生活支援策の
申請期間の延長

被害時から原則１年
⇒被害時から原則３年に延長

市民要件の見直し
被害者等の生活実態を
考慮するなど柔軟に対応

刑事裁判旅費補助の拡充 上限3万円⇒上限5万円に引き上げ

民事裁判旅費補助の新設 刑事裁判のみ⇒民事裁判にも拡大

立替支援金の対象拡大
従前の対象者に加え、性犯罪被害と

１ヶ月以上の重傷病被害を追加

他の自治体で実施している支援策の導入
国外犯罪被害者等

への支援
支援対象者を国外犯罪行為による

被害者にも拡大

特例給付金
加害者が刑事責任を問われない等の理由により
立替支援金を受けられない遺族に20万円を給付

被害者基金 あかし被害者基金の設立

基本理念の追加 支援の四大原則（迅速・公正・無償・利用しやすい）を規定

民事執行法の改正施行等を受けた支援策
財産開示手続・

情報取得手続費用補助
裁判手続の費用を補助

上限5万円

支援金の増額
遺族支援金　　３０万円⇒４０万円
重傷病支援金　１０万円⇒２０万円

家事援助範囲の拡大
ヘルパー派遣又は費用補助(上限４０００円×７８時間)(選択制)

配食サービスを追加

一時保育費用補助回数の増加 ５回⇒１０回

家賃補助の増額・期間延長 上限３万円⇒上限４万円・６ヶ月⇒１年

法律・心理相談料補助回数の増加 各２回⇒各５回

住居復旧・
防犯対策費用補助

上限３０万円

宿泊費用補助
県警察の補助制度に上乗せ

上限７０００円/日×最大７泊

明石市における犯罪被害者等支援策充実の流れ

相談料の補助（５０００円×２回）

支援策

他の自治体で実施している支援策の導入

総合相談窓口の設置

経済的支援

日常生活支援

総合的支援の充実

立替支援金

当事者の声を受けた新たな支援策

既存支援策の充実

当事者の声を受けた新たな支援策

既存支援策の充実

二次被害防止の明記

令和４年（2022年）４月１日
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